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ペリエンス向上に活用されるにとどまっていると回答
しました（図1）。自身が勤める企業のウェルビーイ
ング戦略が、顧客満足度や業績、評判、イノベーショ
ン力、変化への適応能力など、他のビジネス成果に
好影響を与えていると思うと答えた人は回答者の半
数未満でした。

なぜROIにこのような差があるのか－それを分析
するために、まず、ウェルビーイングを効果的に取り
入れることは安易ではないという点から始めましょう。
ウェルビーイング戦略は、19世紀に労働者の安全確
保のために導入された労働衛生プログラムがルーツ
となっており、近年、社員の身体的健康を保証する
だけでなく、経済的、さらには精神的健康も実現し、
「健康を文化とする」包括的なプログラムにまで進化
してきました。回答者の大半がこの進化を認識してお
り、自身が勤める企業のウェルビーイング戦略は、少
なくとも、従業員の身体的、精神的、経済的健康の
実現に焦点を当てていると回答しています（図2）。

しかし、近年職場でのストレスが高まっていること
などを受けて、企業はさらに踏み込んだウェルビー
イング戦略を導入することが期待されます。米国と英
国を対象とした調査では、回答した社員の94%が
職場でストレスを感じており、その3分の1はストレ
スレベルが高い、または勤務の継続が難しくなるほ
ど高いと答えていることが明らかになりました5。社
員の54%が、少なくとも週に1回は家庭生活に支障
がでていると回答し、50%以上が睡眠不足を訴えて
います6。職場でのストレスは、身体の健康状態にも
悪影響をもたらしており、世界保健機関は、「適切に
対処されなかった慢性的な職場ストレスから生じる」
燃え尽き症候群を正式な疾患として承認しています7。

これまでウェルビーイングに対して行われてきた投
資の規模と、回答者の96%がウェルビーイングは組
織の責任であると答えていることを考えると、ウェル
ビーイングはこれからも注力が必要な領域であるこ
とは明らかです。今多くの企業が「ウェルビーイング
を今後どのように進化させるか」という問いに直面し
ているのです。

図1

ウェルビーイングは、社員のエクスペリエンスを他のどのビジネス上の
成果よりも向上させる
次のどの項目がもっともあなたの会社のウェルビーイング戦略に好影響を及ぼしますか？
あてはまるものをすべて選んでください

社員のエクスペリエンス

市場での評判

顧客のエクスペリエンス

業績

イノベーションと順応性

62%

34%

42%

40%

38%

Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2020.
Deloitte Insights | deloitte.com/insights
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グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドにおけるウェルビーイングの歴史

10年前、「働きすぎ」を懸念する声をきっかけに注目され始めたウェルビーイングは今や、ウェルビーイングを
促進する企業の役割だけでなく、ウェルビーイングをどのような形で仕事のあり方に取り組み、ビジネスを活性化
するかという問いに変わり、複雑な議論を生み出しています。2014年のレポートの「The overwhelmed 
employee（労働環境：現代のワークスタイルに適応した労働環境を構築する）」という章では、常に稼働し続
ける世界において、業務を簡素化することで、社員の満足度やチームワーク、生産性を向上させる方法を探求し
ました。2018年には、デジタルを活用したウェルビーイング戦略の市場が爆発的に拡大し、2016年から2018
年の間に、20億ドル以上のベンチャー投資が行われました8。 「Well-being: A strategy and a responsibility
（ウェルビーイング：戦略と責任）」においては、ウェルビーイングが組織パフォーマンスのドライバーとしてより多
くの人に認識されつつある中で、ウェルビーイングという概念が、従業員の健康、社会的なウェルビーイング、そし
て精神的なウェルビーイングを保証するためにデザインされた多様なプログラムへと拡大していることを取り上げ
ました。同年、「The hyper-connected workplace（ハイパーコネクテッドな職場：生産性へのインパクトは？）」
では、初めて仕事とウェルビーイングの関連性に着目し、特定のデジタルツールがその組織の文化やコミュニケー
ションに与える影響を考慮したうえでそのツールの導入を見送る判断をした経営者層の話も取り上げました。今
年は、 ウェルビーイングを仕事に融合させることで、生産性と組織パフォーマンスを向上させるだけでなく、やり
がいも創出（昨年の「From employee experience to human experience（エンプロイー・エクスペリア
ンスからヒューマン・エクスペリアンスへ：仕事の意義の回復）」章に対するアクションの提示）し、個人と組織の
関係を強化するということを強調しています。

Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2020.
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

図2

ウェルビーイングは幅広い領域のサポートをカバーする
あなたの組織のウェルビーイング戦略に含まれるものは？

仕事にやりがいを持たせ、社員のエクスペリエンス向上を目的とした
包括的なウェルビーイング戦略となっている

社員の身体的、精神的、および経済的な健康を保証することに焦点を当てている

社員の身体的な健康を保証することに焦点を当てている

職場での安全衛生に焦点を当てている

ウェルビーイング戦略はない

21%

17%

34%

13%

15%

2020年の展望

1つのトレンドがトップに浮上していた過去のグ
ローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドとは異
なり、今年は 「ウェルビーイング」と「帰属意識」の2
つのトレンドがほぼ同じスコアでトップに浮上しまし

た。この2つのトピックがトップに上がったのは、これ
らが「一人一人の経験をいかに社会全体にインパク
トを残すものにしていくか」という、ソーシャルエン
タープライズ時代において多くの企業が直面している
課題に向き合うための切り口だからであると私たち
は確信しています。
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帰属意識の章では、職場における帰属意識を高め
るには、3つの要素－公平に扱われ同僚から尊敬さ
れていると感じる「安心感」、一緒に仕事をしている
人たちや自分が所属しているチームとの「一体感」、
そして自分たちのユニークな強みがチームや組織の
共通目標や理念を達成するためにどのように役立っ
ているか理解して有意義な仕事の成果につながって
いると実感する「貢献」が重要であると説明しました。
ウェルビーイングも帰属意識の章で取り上げた同様
の視点から取り組むことができるはずです。３つの要
素をウェルビーイングのフレームワークに置き換える
と、「安心感」は職場における労働衛生管理によって
守られており、生活の一部としての仕事のあり方に
焦点をおくことで「一体感」は醸成されますが、「貢
献」についてはこれまで取り上げられることがありま
せんでした。これは、これまでのウェルビーイングプ
ログラムの多くが、「安全で働きやすい環境作り」の
みにフォーカスし、「働きがい」が重視されてこなかっ
たからです。組織パフォーマンスの向上につながる貢
献度の実感を生み出すためには、「働きやすさ」に加

えて、「働きがい」にも焦点をおいたウェルビーイン
グ戦略を導入することが企業に求められています。

社員のウェルビーイングにフォーカスを置き、仕事
のあり方を再構築することでさまざまな成果を生み
出すことができます。Microsoft Japanは、早い段階
からウェルビーイングを組織デザインに取り入れ、週
労働時間を5日から4日に短縮し、その結果、ウェル
ビーイングと生産性は相反するというこれまでの考
え方に一石を投じました。Microsoft Japanでは、
勤務時間の短縮に加えて、電子メールの代わりに
チャットツールの使用を推奨したり、ミーティングは
30分以下、参加者は5人以下に制限したりするなど、
働き方の変革にも乗り出しています9。

Microsoft Japanでの取り組みは企業が職場に
おけるウェルビーイングを活性化させる方法の一例
にすぎません。本調査の結果、どこで、いつ、誰によっ
て、そしてどのような形で仕事が行われるかを緻密
に調整し、仕事のあり方を見直すことによってウェル
ビーイングを高めることが可能であることが分かって
います。一人の社員に仕事が集中しないようにするこ
とで全社員が有意義な休暇を満喫できるような職場
環境にしたり、いつ、どこで働くかを社員が自由に決
められるようにしたりするのも一つの方法です。さら
に、身体的、精神的なストレスによって個人やチーム
のパフォーマンスが低下するような状況下において、
社員が必要とするリソースへのアクセスを整えること
もウェルビーイングを高めるための取り組みの一例
です。

本調査の結果、ここ数年、組織がウェルビーイング
を促進するために導入している数々の取り組みが見
えてきました（図3）。しかし、多数の事例があるにも
かかわらず、成長戦略の一部としてウェルビーイング
を融合させることができている組織は多くありません。
今年の回答者の79%が、自身が勤める組織の事業
戦略は明確にウェルビーイングを仕事のあり方に取
り組めていないと答えており、大きな機会損失となっ
ています。

ウェルビーイングを仕事のあり方に組み込むプロ
セスには3つのステップがあると考えています。まず、
仕事のあり方を決める裁量権を持つ責任者やグルー
プを特定し、次に、時間をかけて社員が求めている
ウェルビーイングのニーズを把握する必要があります。

ソーシャル・エンタープライズの実際：パラドックスを超えて
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Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2020.
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

図3

ウェルビーイング向上に向けて導入されている取り組み  
ウェルビーイング向上のためにどのように仕事のあり方を見直してきましたか？あてはまるものをすべて選んでく
ださい
 社員に対して、仕事の進め方に関する裁量権を与えている

つながりやコラボレーション向上のためのテクノロジーを活用している

柔軟で先が予測しやすいスケジューリングを増やしている

リモートワークの機会を増やしている

日常業務における健全な行動を紹介している

物理的な環境を再設計している（例：立ったまま使うデスク）

パートタイムやギグ・ワーカーとしての機会を与えている

ウェルビーイング推進のための仕事の再設計はしていない

45%

41%

39%

38%

38%

33%

16%

14%

そのためには、組織、もしくは人事データの分析から
始めると効果的です。そして第3ステップとして、より
社員にウェルビーイングを自分事化してもらい、ポジ
ティブな変革を生み出すために、社員を仕事のあり
方を設計する過程に参加させるべきです。

ウェルビーイングは誰によって推進されるべきかと
いう問いにはさまざまな意見が見られました（図4）。
一番多かったのは「HR」でしたが、中には管理職や
各部門のリーダー、または経営者層がウェルビーイ
ングの推進者であるべきだと回答した企業もありま
した。誰がウェルビーイングの推進者であるべきかと
いう問いの答えは一つではありませんが、本調査の
結果はHRをウェルビーイングの責任者とすることが
堅実な戦略であることを示しています。ウェルビーイ
ング戦略が浸透している企業とそうでない企業を比
較してみると、HRがウェルビーイング戦略を管理し
ている組織ほど、ウェルビーイング戦略が明確である
ことが分かりました10。ただ、大切なのは責任者が
誰であろうと、その責任者が仕事のあり方に影響を
与えられるだけの裁量権を持っていることです。最終

章の「HRへのメッセージ：焦点を広げ影響力を高
める」にもあるように、オーナーシップを持って自身
の仕事に取り組むことで、人事はその影響力を拡大
し、今いる人材のポテンシャルを開発することに加え、
「明日の仕事を考える」ことにもフォーカスできるよう
になります。

最近はHRや組織、そして従業員に関するあらゆ
るデータにアクセスできることから、従業員のウェル
ビーイングに対するニーズを特定し、そのニーズを仕
事のあり方の設計に組み込んで行くことができます。
ある世界的なアパレル企業では、全世界の従業員を
対象に実施したエンゲージメント・サーベイの結果
を分析した結果、休息が足りていないことが判明し、
従業員がより主体的に自分の働き方を選択できる「フ
レキシブル・タイムオフ」プログラムを導入しました。
その結果、休暇や休息を含めたより柔軟なワークス
ケジュールのもと、従業員は働けるようになり、結果
的に企業文化に好影響を与え、組織全体のコラボ
レーションやチームワークを向上させました11。
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Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2020.
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

図4

ウェルビーイングの推進者として認知度が高いのはＨＲ  
あなたの組織におけるウェルビーイングの推促進者は誰ですか？
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従業員のウェルビーイングを向上させる取り組み
を実践している企業がある一方で、ウェルビーイング
に関するデータを収集するための新しいツールを開
発している企業もあります。Mayo Clinicの研究者ら
は、医師、看護師、医学生、その他の医療従事者の
ウェルビーイングの状態を表す指標、「ウェルビーイ
ング・インデックス」を開発しました12。燃え尽き症
候群の可能性や仕事のやりがい、ワークライフバラン
スなど、ウェルビーイングに関連する状態を測ること
ができるこのツールは、現在ユーザー数が12万人を
超えており、「推測ではなくデータ」に基づいて職場
環境の改善することを可能としています13。

制度やツールに加えて、ウェルビーイングを向上さ
せるうえでもっとも重要な変革を特定するためには、
その組織で働く社員の意見が大切です。ドイツでは、
労働組合が日常業務における健康上のリスクやスト
レスを軽減する方法を話し合うワークショップを実施
する「健康サークル」を推進しています。この「健康
サークル」は、ドイツ政府をはじめとし、メーカー企
業や公共機関にて導入されており、社員が自身の仕
事や働き方を見直し、ウェルビーイングとパフォーマ
ンス双方の活性化を促進するきっかけとなっています14。
あるドイツの病院では、社員のフィードバックがきっ
かけとなり、多くの社員にとって共通のストレス要因
であったスケジュールやコミュニケーション方法、社
員の意思決定権および人手不足からくる業務負荷を
改善するための業務変革が行われました15。

実例から学ぶ

ウェルビーイングを仕事のあり方に組み込むこと
に成功した組織の例が、幼児教育事業を展開してい
るLearning Care Groupです。教職員のストレスの
要因となっていた子供たちの行動の95%が子供の
発育上大切な行動であると教職員自身が自覚してい
たことから、Learning Care Groupはジレンマを抱
えており、ストレスが溜まりやすい教育現場で働く教
職員のウェルビーイングを支援することの重要性を
認識していました16。教職員のウェルビーイングを向

ソーシャル・エンタープライズの実際：パラドックスを超えて
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上させるべく、Learning Care Groupは、教師と生
徒の交流を促進するための教室のデザイン変更やカ
リキュラムの見直し、新しいツールやリソースの提供
などを含む、職場環境をよりポジティブにする業務変
革を実施しました。Learning Care Groupはさら
に、殴る、噛むなど対応が難しい行動を生徒が取っ
た際に教師が参考にできる対処方法などを提供する
アプリ「myPath」など、新しいテクノロジーも積極
的に教室に導入しました。こうした業務変革によって、
教師たちはストレスが多い状況化でも冷静に対応で
きるレジリエンスを身に着けることができただけでな
く、生徒の退学率および教職員の離職率も低下しま
した17。

未来を見据えて

近年、組織運営における重要な要素の一つとして
ウェルビーイングが注目される中、多くの企業がウェ
ルビーイングの推進に取り組むようになってきていま
す。しかし、これまでのウェルビーイング戦略の大半
が組織全体のウェルビーイングというより、従業員一
人一人の健康や幸福度にフォーカスしたものでした。
仕事のあり方にウェルビーイングを組み込むことが
できている組織は、これまで職場で見られてきたネガ
ティブ要因を軽減するために使っていたリソースや時
間を他の取り組みに使うことができ、それが個人や
チーム、そして組織全体のパフォーマンスを向上させ
ることにつながっています。ウェルビーイングを組織
文化として包括的に仕事と融合させることで、短期
間でも生産性向上が期待できるだけでなく、仕事の
やりがいと社員のレジリエンスも高め、組織全体を
活性化させることで、ビジネスの長期的な飛躍につ
なげることが期待されます。
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